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わってきた。1992 年，党中央は「第 3 次産業の加速的な発展に関する決定」


































































行部数がそれぞれ 642 万部と 314 万部であり，前者が後者の約 2 倍となっ
ている。とくに，中央の機関紙の購読部数の減少は大きく，『人民日報』


































































































































設け，1994 年 4 月から「焦点訪談」を報道専門番組として独立させた。
その後「焦点訪談」は深刻な社会問題，役所や役人の無責任な対応，幹部
の汚職や不正に焦点を当て，国民から高い支持を得た。その視聴者は一時






























情報公開制度の整備は 1998 年の村務公開から始まり，2000 年 12 月に郷鎮
政府，2001 年 11 月から県級政府，2004 年 4 月から市級政府へという段取
りで進められてきた。また，広州市政府が 2002 年 10 月に全国に先駆けて
情報公開条例を制定し，多くの地方がそれに追随した。地方の模索を経て，

























ユーザーの 38.8％の 9822 万人が BBS を利用している。検索エンジンの「百






チャット市場の 8 割以上を占める。2237 万のチャットサイト QQ グルー










































































































































































































































































響を指摘したい。同テレビ局は 1996 年 3 月から中国語の放送を開始し，
中国政府の立場にさまざまな配慮を行いながら，中国国内のテレビ局が伝





















とした。最初の数日間，総合チャンネルは 1 日に 12 時間，国際チャンネ










































本に 24 時間の放送局を作るべきとの声が高まっている。2009 年 12 月 28
日，中央テレビ局はインターネット放送局（CNTV）を開設した。CNTV
は独自の取材を強化し，将来的に 24 時間体制で映像を流す計画である。
また 2010 年 1 月 1 日，新華ニューステレビ局（CNC）がアジア太平洋地域，
欧州の一部の地域に放送を開始したことはとくに注目される。なぜならば
通信社がテレビ放送に参入したからである。このほか，2009 年 12 月 28 日，








































































































世論監督の専門報道である（「新聞界信息」『新聞戦線』1999 年 12 月号，61 ページ）。
(13)　「焦点訪談：何以成為牽動中国高層与百姓的焦点」『中華英才』1992 年第 2 号，





国のインターネット利用者数は 3 億 8400 万人，総人口の 30％強に達した。
(16)　「特集　新媒体波潮」『瞭望』2009 年 2 月。
(17)　反体制活動家や NGO もブログを活用しようとしている。著名な反体制活動家
の劉暁波は「劉老侠的不老歌」の名前でポータルサイト捜狐にブログを開設し，
















に，約 2 万人の住民が 2007 年 6 月 1 日と 2 日の 2 日間にわたってデモ行進を行い，
最終的に建設地の変更を当局から勝ち取った。
(22)　『中国青年報』の「氷点週刊」はその 574 号（2006 年 1 月 11 日発行）で中山
大学の袁偉時教授の論文「現代化と歴史教科書」を掲載した。義和団事変など
に関する同論文の見解は中国政府の歴史認識と異なったために，主管機関であ
る中国共産主義青年団中央は 1 月 24 日に「氷点週刊」の編集長，副編集長の解
任と停刊を命じた。編集長らはその決定に反発して，インターネットで抗議活
動を展開した。リベラルな知識人，活動家を中心に停刊決定に対する批判が強














に不満をもった数万人の住民が 2008 年 6 月 28 日午後に暴動を起こし，県政府
や警察本部を襲い，政府機関の建物や警察の車両に放火した。








(29)　「“焦点訪談”出台前後的楊偉光」『南方日報』2000 年 1 月 5 日。
(30)　SARS 報道解禁の実態については，唐 [2003]。
(31)　http://www.deljpn.ec.europa.eu/home/news_jp_newsobj081113%5B1%5D.php，
2009 年 3 月 4 日アクセス。
(32)　29 の外国テレビ局のリストは，中国人民大学報刊複印資料『新聞・伝播』
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